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災害時に速やかに道路ネットワークを復旧させることは，避難や緊急車両の通行，物資・資材の輸送の観点
で重要である．東日本大震災では，早急に最低限の瓦礫処理を行うことで救援・輸送ルートを確保する「道路
啓開」の重要性が示され，現在では全国各地で道路啓開計画が立案されている．しかしながら，現状では啓開
計画の有効性を定量的に評価する手法は存在していない．本研究では，杉浦らが提案したレジリエンス評価手
法を下敷きとして，首都直下地震を想定した道路啓開評価を試みた．具体的には，国土交通省が運用している
「道路の防災機能評価手法」における累積脆弱度を性能指標として，複数の啓開戦略による復旧過程を記述した．
これにより，実務における啓開計画の検討に資することが期待される．
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1. はじめに

災害時において，道路ネットワークを少しでも早く
元通りにすることは非常に重要である．道路を使える
ようになることで，ガレキの処分や現地の救急対応，被
災者への生活必需品の輸送，応急復旧や復興のための
資材搬入が可能になるためである．とりわけ人命救助
の観点では，「72時間の壁」と称されるように，被災地
への短期間でのルート確保が強く求められている．実
際に，2011年 3月 11日の東日本大震災に対する災害復
旧の道路施策では，国土交通省東北地方整備局を主導
に行われた「くしの歯作戦」と呼ばれる啓開戦略が強
い効果を発揮した．この戦略は，主軸となる東北自動
車道と国道 4号線，内陸部と沿岸部を結ぶ各道路，沿
岸部の各都市同士を結ぶ道路の順に啓開を実施すると
いうものであった．この結果，震災から 1週間で全体
の 97%の道路が利用可能となる効果を上げた．1) この
ことから，早急に最低限の瓦礫処理をを行うことで救
援・輸送ルートを確保することの重要性が広く知られ

るようになった．この教訓をもとに，現在は国土交通
省の各地方整備局や一部の都道府県，市町村にて啓開
のマニュアルが用意され，災害時にはそれに則り道路
施策を展開するとしている．2)

しかし，道路ネットワークが完全に復旧するまでの
間にどのように機能が変化したのかの定量化は，現時
点でできていない．そのため，現況では実際に災害時
に啓開戦略が適用された場合において，後にそれが適
切であったかを判断することができない．また，各都
道府県や市町村で啓開戦略が検討されても，それが実
用に資するかの判断の裏付けは満足にできていない．
そこで本研究では，交通機能を縦軸，時系列を横軸

とした二次元的なレジリエンスによる災害時の交通機
能の評価を用いることにより，啓開の評価を実施する
ことを試みる．時間経過による啓開戦略の効果を数値
として示すことが可能となることで，視覚的に回復過
程を認識することができるようになる．また，回復過
程から面積を算出することにより，複数の戦略を定量
的に比較することが可能となることが期待される．
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2. 既往研究のレビューと本研究の位置づけ

災害時の機能低下をレジリエンスの形で定式化する
研究は，過去に複数の研究が存在する．林 (2016)3) は，
レジリエンスの向上を機能被害と復旧時間で表すこと
ができる三角形の面積を小さくすることとしている．ま
た，ハザード (理学)，曝露量 (都市計画)，脆弱性 (土木
建築構造)の 3変数で表される「被害」に加え，人間活
動と時間の計 5種類の変数で定義される関数であると
した．このうち，被害を表す 3変数は「予防力」，残り
2変数を「回復力」として定義し，特に後者に着目する
ことで，社会現象として災害を捉える式として表そう
とした．塩崎ら (2015)4)は，システムの安定性を「頑健
性」と「回復力」で表し，特に後者について，回復可能
な水準を回復にかかる時間と回復速度によって表現し
ている．ここで，回復速度は被災から回復可能な水準
に至るまでの直線の傾きとして表現している．一方で
杉浦ら (2021)5) は，特に機能について交通ネットワー
クを対象とし，災害時のレジリエンスの回復過程の表
現を試みている．また，施策による機能損失の軽減に
ついての表現を実施している．
しかしながら，いずれの場合についても，縦軸とな

る機能についての具体的な指標は示されていない．そ
のため，具体的な計算を実施し，定量的に評価すること
が困難であるのが現状である．本研究では，縦軸に脆
弱度と呼ばれる定量的に算出可能な指標を用いて，災
害時における啓開による交通ネットワークの回復過程
の記述を具体的な数値として出力する点において新規
性を有している．

3. 災害時の道路啓開に関するレジリエンス
評価手法

(1) 手法の概要
本研究では，杉浦ら (2021)5)の研究を下敷きとし，交

通ネットワークにおけるレジリエンス概念の定量化を
実施する．そのため，まずは同論文に則り，レジリエ
ンスを定量的に表すのに必要な要素を改めて整理する．
交通ネットワークにおけるリンクの集合を A，ノー

ドの集合を N，ネットワークをG (N,A)とする．そし
て，このネットワーク Gに ODペア w ∈ W が存在し，
その交通量を dw ∈ Dで表す．また，あるハザードによ
る交通ネットワークへの異常発生を，各リンクの性能
低下の組み合わせとして s ∈ S で表す．このとき，交
通需要は日常から大きく乖離することが考えられるこ
とから，シナリオに依存する値であると仮定してD (s)

と置くことができる．ここで，すべてのリンクについ
て機能の低下が生じないシナリオ，つまり平時を表す

シナリオは s = 0として表すことができる．
さて，ネットワークの供給能力や需要を考慮した道路

システムの状態を表す指標を総称し，Effective Network
Functionality（以下，ENF）と呼ぶ．サフィックスを θ

とする，ある 1つの ENF指標を計測する関数を fθ( )

とすると，ENF指標を定量評価した値は以下のように
表される．

ωθ (s) = fθ (G (N (s) , A (s)) , D (s)) (1)

このとき，ネットワークが平時から変化しないシナリ
オは s=0の場合として表すことができることから，災
害発生による変化量は ωθ (s)− ωθ (0)で表される．
また，ネットワークに含まれるリンク集合 Aとノー
ド集合N，交通需要Dは時間により刻々と変化する．そ
のため，これらの値は発災時間を t0，リンクの状態が
完全に復旧した時刻を ts として，t|t0 ≤ t ≤ ts におい
て時間 tの関数として表すことができる．さらに，これ
らの値は災害時の交通ネットワークを復旧させる戦略
k ∈ K にも依存する．この戦略 kは，復旧に用いるリ
ソース rにより k(r)と表すことができ，リンク集合 A
とノード集合N，交通需要Dは k(r)の関数であるとす
ることができる．これらをもとに，式 (1)を時間 tと戦
略 k(r)で拡張した式を以下に示す (式 (2))．この結果を
各時間についてプロットし線で結ぶと，図–1の黒線で
表される．

ωθ (s, t, k(r)) =

fθ (G (N (s, t, k(r)) , A (s, t, k(r))) , D (s, t, k(r))) (2)

さらに，式 (2)について時間 t|t0 ≤ t ≤ tsで積分する
と，災害による ENFの機能低下量の時系列に関する積
分量 ζθs,k(r) を算出することができる．これにより，あ
る災害による発災から復旧に至るまでの機能低下量を
定量的な値として表現することができる．この積分量
は式 (3)で表され，図–1における灰色で塗られている
箇所に対応する．

ζθs,k(r) =

∫ ts

t0

ωθ (0, t, k(r))− ωθ (s, t, k(r))dt (3)

図–1 道路機能の低下および復旧の時間推移
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(2) 脆弱度と ENF指標
本研究では ENF指標の具体的な数値として，検討す

るネットワーク内に存在する各 ODペアの累積脆弱度
を用いる．脆弱度とは，国土交通省における「道路の
防災機能評価手法」において定義された，ある ODペ
アの平時の期待所要時間と災害時の期待所要時間から
算出される無次元量である．6)7)8) 脆弱度は 0以上 1以
下の値を取り，この値が 0に近づくほど，その ODペ
アを平時と同じ所要時間で通行できることを表す．逆
に脆弱度が 1に近づくほど，その ODペアを通行する
のに普段よりも所要時間が多くかかることを表す．そ
して脆弱度の値が 1の場合は，その ODペアが寸断さ
れていることを表す．ENF指標として用いる累積脆弱
度は，上記で得られた各ODペアごとの脆弱度を，ネッ
トワーク内における全 ODペアについて足し合わせる
ことにより算出する．
以下では，あるシナリオ s，ある時間 tの復旧戦略 k(r)

における，ネットワーク内のある ODペア wの脆弱度
zw (s, t, k(r))の算出方法を述べる．まず，その ODの
平時の期待所要時間 So

wを算出する．次に，災害時のシ
ナリオ sの復旧戦略 k(r)による，時間 t|t0 ≤ t ≤ ts に
おけるODペアwの期待所要時間 Sh

w (s, t, k(r))を算出
する．そして，算出した平時と災害時の期待所要時間
の値を用いることにより，以下の式 (4)によって各 OD
ペアの脆弱度を算出することができる．

zw (s, t, k(r)) = 1− So
w

Sh
w (s, t, k(r))

(4)

ENF指標となる累積脆弱度は，式 (4)を各ODについ
て足し合わせたものとなる．あるシナリオ sのある時間 t
における，復旧戦略 k(r)による累積脆弱度Z (s, t, k(r))

を表す式を以下に示す．
Z (s, t, k(r)) =

∑
w

zw (s, t, k(r)) (5)

これにより，ある時間 tの復旧戦略 k(r)における累積
脆弱度として，ENF指標を具体的な計算できる形で定
義することができる．
累積脆弱度は，各 OD ペアの脆弱度の値を介して，

ネットワークGとそれに含まれるノード集合N，リン
ク集合Aの情報が含まれる．さらに，リンク集合Aの
状態を通じて，交通需要Dの情報が含まれる．これら
に加え，シナリオ sや復旧戦略 k(r)の情報も含まれる
ことから，累積脆弱度は上記で示した ENF指標の要件
を満たしており，有用であるといえる．また数値として
の累積脆弱度の解釈は，以下の通りである．各ODペア
について算出される脆弱度は 0以上 1以下の数値で表
されることから，それを各 ODについて足し合わせた
累積脆弱度は必ず 0以上の値を取る．そして値が 0に
近いほど，平時に対する機能低下が小さいことを表す．
面積として災害による発災から完全に復旧するまでの

機能低下量を評価する際には，面積の値が小さいほど，
災害における機能低下量が小さいことになる．このこ
とは，直感的に災害による機能低下量の認識や，複数
戦略による機能低下量の大小関係の比較が可能である
ことを表している．

(3) 道路啓開による復旧過程

以下では，回復過程にて実施される啓開の際の道路
ネットワークにおけるリンクの扱いについて述べる．本
研究では，リンクには不通，応急復旧，平常の 3段階
の状態があるとして扱う．そして，時間経過による啓開
の実施により，各リンクごとに状態が変化するものと
して計算を実施する．平時と災害時のみならず，応急
復旧の状態も検討に含めるのは，大規模災害時には不
通の状態から段階を踏まず平時に戻るとは考えにくく，
その状態を表現する必要があると考えたためである．

具体的な状態遷移は以下の通りである．あるネット
ワークで災害が発生すると，被害が想定されるエリア
内のリンクが使えなくなる (不通)．この状態から，時
間経過による啓開の進行より，最低限の資材や人員が
移動できる状態でリンクが再開通する (応急復旧)．さ
らに応急復旧の状態から一定時間を経て，リンクは支
障なく利用できる平時の状態に復旧する (平常)．

本研究では，この状態毎に各リンクにおける移動速
度 v を決定する．移動速度は，各リンク長に対して除
することにより，各リンクの所要時間算出に用いる．こ
の結果をもとに，各 ODペアについてダイクストラ法
を用いた最短経路探索を実施することで，ODペアの所
要時間を算出し，脆弱度と累積脆弱度を算出する．条
件と速度を整理した表を掲載する (表–1 )．

啓開の進行については，以下の通りである．本研究
では各 ODペアについて，被害の小さい方から大きい
方へと進行するものとして計算を実施する．そして，啓
開が終了したリンクから順に，応急復旧の状態を経由
して平時のリンク状態へ回復する．ここでは簡略化の
ため，リンクの種類にかかわらず，すべてのリンクに
ついて同じ速度で啓開が進行するものと仮定して計算
を実施する．

表–1 リンク状態と移動速度
リンク状態 移動速度
不通 0 　
平時 法定速度 (リンクごとに設定)
応急復旧 法定速度の半分 (リンクごとに設定)
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4. 首都直下地震を想定したケーススタディ
分析

(1) エリア選定の背景

内閣府によると，首都直下地震では一都三県を中心
に，地震の揺れによる家屋の倒壊と市街地火災により，
約 610,000棟の家屋が倒壊・焼失，最大約 23,000人の
死者が出ることが想定されている．9) 経済的被害も甚
大で，直接被害で約 47兆円，生産やサービス低下の被
害が約 48兆円に及ぶことが想定されている．この被害
の外周部は東京外環自動車道に沿うように広がってお
り，その内側で家屋の倒壊や火災による甚大な被害の
発生が予想されている．本研究では，この災害からの
復旧における啓開戦略による発災から完全復旧に至る
までの交通ネットワークの機能の回復過程の記述を試
みる．さらに，複数の啓開戦略を用いて回復過程の記
述を実施し，それらの定量化した結果を比較する．こ
れにより，啓開に関する知見を得ることを目標とする．

(2) 道路ネットワークの設定

用いるネットワークは，赤太線で示される東京外環
自動車道，黒点線で示される一般道の環状部 (大泉～高
井戸～用賀～羽田)，ならびにこれらの環状道路の内側
にある，緑線で示される首都高速道路各線で構成され
るネットワークである (図–2 )．ただし，中心と外周部
とを結ぶ道路とそれに関連するリンクを有するネット
ワークに限定している．そのため，東京高速道路 (汐留
～西銀座～京橋)，首都高速八重洲線 (西銀座～神田橋)，
及び盲腸線となる首都高速道路の路線のリンクは検討
のネットワークに含めない．計算対象とする ODペア
については，東京駅の最寄りとなる宝町出入口ならび
に京橋出入口を起点 O，検討するネットワーク外縁部
に位置している 8箇所のジャンクション・インターチェ
ンジを終点 Dとした，計 8ペアを対象として計算を実
施する (表–2 )．

図–2 啓開戦略の設定

表–2 計算対象の ODペア
OD ペア番号 起点 終点
A 東京 (宝町/京橋) 羽田出入口　
B 東京 (宝町/京橋) 用賀出入口　
C 東京 (宝町/京橋) 高井戸出入口　
D 東京 (宝町/京橋) 大泉 JCT 　
E 東京 (宝町/京橋) 川口 JCT 　
F 東京 (宝町/京橋) 三郷 JCT 　
G 東京 (宝町/京橋) 京葉 JCT 　
H 東京 (宝町/京橋) 高谷 JCT 　

(3) 検討するケース
本研究では啓開戦略の効果の定量化に加え，これを
利用して複数の啓開戦略の比較検討を実施する．ここ
では，以下の 3つの観点について，全 7ケースで比較検
討を実施する．今回比較検討を行う項目を表–3に示す．
a) 啓開の分散と集中 (ケース番号 1，2，3，4)

計算対象とするネットワークについては 8つのOPペ
アがあり，それに対応するようにして 8方向の啓開を
実施する．この際に，啓開を 1方面に集中して啓開す
る戦略 (ケース 1)と，複数方向について同時に実施す
る戦略とを比較する．後者についても，2方向，4方向，
8方向のそれぞれについてケース 2，ケース 3，ケース
4として同時に啓開する戦略を比較する．ここで，方向
の数を問わずネットワーク全体の単位時間あたりの啓
開できる距離は一定であるとする．具体的には，各リ
ンク啓開速度は (啓開対象の全リンク総延長)/(72時間)
で表される．ここで，分母を 72時間としたのは，ネッ
トワーク内のすべてのリンクを 72時間以内に啓開する
方針に基づき設定したものである．そして，この距離を
啓開する方向で除することで，1方向あたりの単位時間
あたりの啓開する距離 (km/h)を算出し，計算に用いる．
b) 啓開の順序の選び方 (ケース番号 1，5)

本研究では，以下の方針に基づいた啓開戦略を基本
として，啓開の実施と評価を実施する．まず，ODペア
のうち未開通のリンクを，上記で示した方面数だけ選
んで啓開を実施する．次に，残っている啓開候補のOD
ペアについて，脆弱度が高い値を示している ODペア
を対象に啓開を実施する．これを繰り返すうちに，対
象とする 8ペアすべての啓開開始・終了をもって選定
を終了する．

表–3 検討するケース
ケース 方向数 順序 応急復旧時間　

1 1 方向 基本 24 時間
2 2 方向 基本 24 時間　
3 4 方向 基本 24 時間
4 8 方向 基本 24 時間　
5 1 方向 震災 24 時間
6 1 方向 基本 12 時間
7 1 方向 基本 36 時間
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一方で，東日本大震災の際の首都高速道路の復旧順
序をもとにした啓開戦略についても，ケース 5として
計算を実施する．この啓開戦略は，表–2における OD
ペアの番号 A から H の順，つまり図–2における左下
のルートから時計回りで 1方面ずつ啓開を進めるもの
である．ここで，東日本大震災が発災した 2011年から
2022年現在に至るまでの間に新たに高速道路リンクが
開通していることから，ネットワークが完全に同一の
ものではないことに注意が必要である．そして，上記
で示した基本となる啓開戦略 (ケース 1)との比較検討
を実施する．
c) 応急復旧状態の継続時間 (ケース番号 1，6，7)

各リンクは，先述したように啓開後はすぐには平時
の状態に復旧せず，一定時間の応急復旧状態を挟んで
から平時に回復するとしている．この応急復旧状態が
どのくらいの時間で継続するのかついても，本検討で
は比較の題材とする．
具体的には，啓開完了から 24時間後に平時に復旧す

る状態 (ケース 1)を基準とし，12時間後と 36時間後
に平時に戻る状態の 2つをそれぞれケース 6，ケース 7
として計 3状態を比較する．

(4) 分析結果の整理方法
分析結果は，横軸に時間 (時間:h)，縦軸に ENF指標

となる 8つのODペアの累積脆弱度 (-)で表す．ここで，
時間による ENF指標の変化は 1時間刻みとし，発災か
ら完全に復旧するまでの機能低下量を表す面積は 1時
間と機能の値で求まる矩形の連続量に近似して計算を
実施する．また，横軸と縦軸の単位から，この面積は
(h)で表される．

(5) 啓開による機能回復過程の定量化と考察
ケース 1について，啓開による機能の発災から完全

に復旧するまでの時間経過による変化をグラフ化した
ものを，図–3に示す．

図–3 ケース 1 (1方向啓開，基本，応急復旧状態 24時間)

累積脆弱度は 8つの ODペアを対象としているため，
最大値は 8，最小値は 0である．図–3の縦軸には ENF
指標とした累積脆弱度 (-)が下向きに正として，横軸に
は時間 (h)として出力されている．そのため，時間経過
で累積脆弱度の値が小さくなると，プロットはグラフ
右上に移動する．そして約 80時間後には，平時の状態
に完全に回復していることがわかる．
グラフを見ると，すべての時間において一様に機能

が回復しておらず，時間によって回復量に幅があるこ
とがわかる．例えば，発災から 10時間後と 30時間後
には機能が大きく改善している一方で，30時間からは
回復量が鈍化していることがわかる．これは，ODペア
が全く通行できない状態から仮復旧ながら通行できる
状態に至るまでと比べ，仮復旧から平時に戻るまでの
間の各 ODペアの脆弱度の値の変化が小さいことに起
因すると考えられる．
また，グラフよりも左上にあたる面積が，発災から

完全復旧までの機能損失量に相当する．この面積を計
算すると 224.5時間となり，1ODペアあたりに換算す
ると約 30時間の機能損失が発生していることになる．

(6) ケース別の分析結果の比較と考察
以下では，比較した各観点についての考察を実施す
る．まず，各ケースにおける，発災から完全に回復す
るまでの日数 (日)と面積 (h)の結果を表–4に整理する．
a) 啓開の集中と分散による結果

4つのケースによる比較図を図–4に示す．

表–4 計算結果のアウトプット
ケース 完全回復までの時間 面積　

1 83 224.5
2 77 222.9 　
3 75 270.5
4 85 398.3 　
5 83 299.2
6 71 171.1
7 95 277.0

図–4 啓開の集中と分散による比較 (ケース 1，2，3，4)
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1方向に集中して啓開を実施するケース 1と，2方向
を同時に啓開するケース 2がほぼ同じ面積の値で，最
も発災から完全復旧までの機能損失が小さくなった．次
に 4方向を同時に啓開するケース 3が大きく，8方向を
同時に啓開するケース 4が最も発災から完全復旧まで
の機能損失が大きくなった．この結果は，発災から同
時に啓開する方面が増えれば増えるほどグラフ上で面
積が大きくなり，機能損失が増加することを意味する．
このことから，啓開は方面を限定して啓開を進める方
が，機能損失が小さくなり効果的であることがわかっ
た．この要因として，ODペアが未開通の場合とそうで
ない場合，たとえ応急処置状態の場合でも大幅に脆弱
度の改善があることで，1ペアでも早く応急処置状態で
開通させることが望ましい状態となっているためと推
察した．

b) 啓開順序による結果の比較
ケース 1とケース 5の比較図を図–5に示す．
施策の観点からは，ケース 1とケース 5ともに 1方

向に集中して啓開を実施している点で同じである．と
ころが，2つの施策は実際のネットワークにおける啓開
の順序が異なる．この結果，発災から完全に復旧する
までの機能低下量を表す面積の値は，ケース 1の 224.5
時間に対しケース 5では 299.2時間と，2つのケースで
70時間以上も差が生じた．このことから，似たような
戦略をとった場合でも啓開順序が異なると，最終的な
面積の値が異なることがわかった．この要因としては，
ケース 1の方がケース 5に比べ早期に累積脆弱度の値
が大きく下がっていることが要因に挙げられる．具体
的には，ケース 5では発災から 20時間後に大きく低下
しているの対し，ケース 1では 10時間後に大きく低下
している．これを踏まえ，発災から 10時間後から 20
時間後までの 10時間の面積の増分を比較すると，ケー
ス 1では面積が 52.2時間増加しているのに対し，ケー
ス 5では 71.5時間も面積が増加している．

図–5 啓開順序による比較 (ケース 1，5)

c) 応急復旧時間の継続時間による結果の比較
ケース 1とケース 6，ケース 7の比較図を図–6に示す．
ケース 1，ケース 6，ケース 7ともに，方向数と順序
は同じで，応急復旧の状態が継続する時間のみが異な
る．そのため，8つあるODペアのうち，最初のODが
開通して応急復旧時間が経過するまでは同じ経過をた
どる．その後は，応急復旧の状態の継続時間が短けれ
ば短いほど，機能の回復はより早くなり，完全復旧に
要する時間も短くなっている．その結果として，機能
低下量を表す発災から完全に復旧するまでの面積の値
も小さくなると推察される．

5. おわりに

本研究では，啓開戦略の定量化を実例も含めて実施
し，啓開戦略をレジリエンスの形で定量化することは
十分に可能であることを示した．特に，同じ状況下から
の機能の回復過程が戦略により大きく異なる点は，啓
開の戦略を最適化することで災害による機能損失の面
積を最小化することで被害の最小化に務めることがで
きるポテンシャルを有しており，特筆すべきものであ
ろう．
一方で，本研究における限界点としては，以下の点

が挙げられる．まず，交通量による所要時間の増加反映
の根拠が不十分であることが挙げられる．本研究では
平時の半分の所要時間になると仮定して設定している
が，実際には移動の自粛による交通量減少により所要
時間の増加量が小さくなる可能性がある．逆に，啓開
したばかりのリンクに交通が集中し，所要時間が逆に
大幅に増大してしまうことも考えられる．これを検討
するためには，移動速度の算出において，リンク状態
によるリンクのキャパシティならびに予想される通過
交通量からの移動速度，所要時間の算出が必要になる
ように考えられる．また，啓開直後の各リンクにおけ
る応急復旧の状態がどのくらい持続するのかについて

図–6 応急復旧時間の継続時間による比較 (ケース 1，6，7)
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も疑問が残る．本研究では 24時間を基準として 12時
間と 36時間の場合とで比較検討を実施した．しかし実
際には，リンクごとに復旧時間がまちまちであること
が予想される．
今後の展望としては，特定の道路ネットワークの状態

における啓開の最適化が可能になると考えられる．具
体的には，啓開手順について機械学習を実施すること
で，レジリエンス評価でアウトプットされた，機能損
失量である面積の値を最小にする啓開方策の検討が可
能になると考えられる．啓開戦略の最適化により，発
災後の啓開実施を最適化することができるほか，災害
を想定した啓開計画の検討の段階においてもより最適
とされる啓開戦略の提案を，具体的な機能低下量の数
値とともに示すことが可能になることが期待される．
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